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１．福江港の概要 

１）福江港の概要 

①福江港全体の概要 

福江港は、長崎県の五島列島の最南端にある福江島の東岸に位置する重要港湾で、長崎港

より西方約１００ｋｍの地点にあり、五島列島の中心の港としての役割を担ってきた。現在

では、長崎・博多航路及び福江島周辺諸島へのフェリー、高速船、旅客船等が就航し、九州

本土や五島周辺諸島との人流・物流の拠点として、五島列島の地域活性化に大きく貢献する

など、重要な役割を担っている。 
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福江港位置図                 福江港全景 

 

 

 

②福江港の役割 

・離島の生活航路として、住民生活に必要な物資を輸送する。 

・地域の重要な産業の生産活動を支える。 

 

 

   利用状況（貨物）               利用状況（旅客） 
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 ２）福江港 大波止地区 複合一貫輸送ターミナル整備事業の概要 

 

①整備概要 

 本プロジェクトは、五島列島の玄関口で九州本土や五島周辺諸島との人流・物流の拠点港で

ある福江港に、フェリーの大型化に対応したフェリーターミナルを整備することを目的とした

事業である。 

計画は、昭和６３年２月の港湾計画に位置付けられ、当該フェリーターミナルには平成８

年度より整備着手している。また平成１５年１１月には、フェリーと兼用利用の旅客船の大型

化に対応して計画を一部変更し、施設延長を７０ｍ延伸している。 

現在、この延伸箇所の整備を行っているところであり、平成１８年度中の供用を予定して

いる。 

 

②施設（岸壁）の諸元 

水深 -7.5m 

施設延長 240m 

対象船型 (ﾌｪﾘｰ)6,000GT 級、(旅客船)20,000GT 級

構造形式 直立消波ブロック式岸壁 
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整備状況写真(H16d 撮影) 

大型旅客船接岸状況平面図

フェリー

旅客船
兼用

240m

70m

防波堤(3 号) 

泊地(-7.5m)

ふ頭用地 岸壁(-7.5m) 

平成17年度迄整備済

平成18年度以降整備箇所

関連事業

凡例

旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ 

岸壁（-7.5m）断面図 プロジェクト対象施設 



２．事業の必要性等 

 １）事業を巡る社会経済情勢の変化 

  ①地域の概況 

福江港は、五島列島の玄関港として、長崎・博多航路及び五島周辺諸島へのフェリー、高速

船、旅客船等が就航しており、九州本土と五島周辺諸島との人流・物流の拠点として、重要な

役割を担っている。 

福江港における近年の総取扱貨物量は年間約 147 万トン、船舶乗降人員は年間約 70 万人とな

っており、景気の動向に拘わらずほぼ横ばい傾向にある。 

長崎県の海面漁業生産額は788億円で全国第２位となっており、この内、五島列島はまき網、

定置網等が盛んで、約 18%を占めている。 
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福江港　船舶乗降人員数
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②地域の概況からの本事業の必要性 

五島列島は、西海国立公園に指定されるなど風光明媚な自然環境に恵まれた地域なため、良

好な海水浴場・魚釣り場など多くのレジャースポットが存在する他、教会や寺社の史跡など、

多くの観光資源にも恵まれていることから、毎年多くの観光客が訪れている。 

近年は、世界的スポーツイベントであるトライアスロン『アイアンマン』、或いは市民ラン

ナーによる『夕焼けマラソン』などの新たなイベントも五島市で開催されており、それぞれの

イベントに参加者・見物客として島外から約２，０００人もの人々が訪れ賑わいをみせている。 

今後益々、人々の観光ニーズは高まるものと思慮され、本事業の実施により、これらの観光

需要に対応した施設整備が図られると共に、もって島内観光産業の振興に寄与し島内経済の活

性化が図れるものと期待される。 
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③プロジェクト対象貨物の動向 

フェリーの主な取扱貨物は、水産品、その他農産品、日用品等であり、島の日常生活や産業

活動によって消費、或いは生産される物資であるため、今後も安定した取扱量が見込まれるも

のと考えられることから、長崎港～福江港間の将来取扱貨物量については、少なくとも現状の

まま推移するものと設定した。 

福江～長崎航路　　取扱貨物量
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フェリーの乗降客は、そのほとんどが島民であり、当該フェリーが島の生活航路として利

用されているため、今後も安定した利用が見込まれるものと考えられることから、長崎～福

江間の将来乗降客については、少なくとも現状のまま推移するものと設定した。 

 

 
福江～長崎航路　　船舶乗降人員数
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④周辺施設の進捗状況 

大波止地区周辺の他施設の整備状況は下表に示すとおりであり、平成 17 年度内に全て完

了する予定である。 

 
施設名 進捗状況 

道路 H16d 完了 

ふ頭用地 H17d 完了予定 

駐車場 H17d 完了予定 

旅客ターミナルビル H16d 完了 

緑地 H17d 完了予定 
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  ⑤プロジェクトの必要性 

   ◆フェリーの大型・高速化対応 

福江港のフェリー既存施設としては、丸木地区に岸壁(-5.5m)があったが、施設の水深・

延長が不足するため、将来のフェリーの大型・高速化に対応できない。島内の産業活動や

住民生活等に必要な物資の大部分を海上輸送に依存している福江島にとっては、フェリー

の大型・高速化による物資輸送の効率化、船舶の安定就航化は喫緊の課題となっていた。 

この様な問題解決のため、福江港大波止地区に将来のフェリーの大型・高速化に対応し

た岸壁（-7.5m）の整備が必要とされている。 

 

 

◆旅客船の大型化対応 

福江島には現在、大型の旅客船が入港できる岸壁がないため、美しい自然や史跡を巡る

ために来島した大型の旅客船は、福江島の港に入港できず沖泊とし、旅客者は「はしけ」

による上陸を余儀なくされていた。このため、乗下船時の旅客者の安全性に問題があり、

天候によっては入港自体を取り止めるなど、島内観光産業にも多大な影響を与えていた。 

この様な状況に対処するため、福江港大波止地区に整備しているフェリー岸壁（-7.5m）

を７０ｍ延伸し、大型の旅客船に対応した岸壁とする整備が必要とされている。 

  

 

◆ふ頭の再編 

福江港では、狭隘なふ頭用地において人流・物流が混在し、効率的な港の利用に支障を

来していた。 

この様な状況に対処するため、人流・物流を機能的に再編し、より効率的な港の利活用

を図り、ピーク時の混雑を回避するため、当該プロジェクトの整備が必要とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 



２）事業の投資効果 

① 事業の効果   

 

 
効果１：海上輸送の効率化（貨物・旅客） 

整備により、フェリーの大型化、高速化が可能となる。これに伴い貨物の輸送時間及び旅

客の移動時間が短縮され、海上輸送費用が削減される。 
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長

 2,000GT ｸﾗｽ、17.3 ノット(4.2h) 

【WITHOUT】 

6,000GT ｸﾗｽ、20.5 ノット(3.5h)

【WITH】 

便益項目 年間便益 
基準年(Ｈ１７)における 

現在価値 

海上輸送費用の削減 ３．４億円／年 ７１億円 

 

 

 効果２：大型旅客船の利便性向上（はしけ費用・時間） 
 

整備前は、大型旅客船が入港する場合には、沖合に停泊後、小型の交通船に乗り換え上陸 

する、いわゆる「はしけ」を余儀なくされて、大変危険な状況である。 

整備後は、乗下船時の安全性が向上するだけでなく、「はしけ」に要する費用、旅客の乗

下船時間が解消される。 

【WITHOUT】                 【WITH】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
旅客船←→交通船←→岸壁（はしけ） 旅客船←→岸壁 

便益項目 年間便益 
基準年(Ｈ１７)における 

現在価値 

はしけの解消 ０．２億円／年 ４億円 
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②便益（Ｂ） 

    ⅰ）全体事業の場合 

便益項目 総便益 年間便益 
基準年(Ｈ１７)における 

現在価値 

海上輸送費用の削減 １７２億円 ３．４億円 ７１億円 

はしけの解消 ９億円 ０．２億円      ４億円 

残存価値 ７億円      １億円 

合計 １８８億円     ７６億円 

     

     ⅱ）残事業の場合 

便益項目 総便益 年間便益 
基準年(Ｈ１７)における 

現在価値 

はしけの解消 ９億円 ０．２億円      ４億円 

残存価値   ７億円      １億円 

合計 １６億円      ５億円 

 

③費用（Ｃ） 

    ⅰ）全体事業の場合 

項   目 総費用 
基準年(Ｈ１７)における 

現在価値 

事業費 ４９億円 ５９億円 

維持管理費 ５億円 ２億円 

合  計      ５５億円       ６２億円 

     

ⅱ）残事業の場合 

項   目 総費用 
基準年(Ｈ１７)における 

現在価値 

事業費 ３億円 ３．０億円 

維持管理費 １億円 ０．３億円 

合  計       ４億円       ３．４億円 

 

   ④評価指標の算定結果 

ⅰ）全体事業の場合 

費用便益比 Ｂ／Ｃ＝ １．２ 

 

    ⅱ）残事業の場合 

費用便益比 Ｂ／Ｃ＝ １．４ 
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３）事業の進捗状況 

○昭和６３年 ２月  港湾計画改訂  (港湾審議会第 122 回計画部会) 

○平成 ８年度    プロジェクト予算着工 

○平成１０年 ３月  港湾計画改訂  (港湾審議会第 165 回計画部会) 

○平成１１年 ５月  埋立承認取得 

○平成１５年１１月  港湾計画一部変更（交通政策審議会第 8 回港湾分科会） 

 

全体事業費(億円) H17d 迄実施額(億円) 進捗率(％) 

５２ ４９ ９４ 

 

 

３．事業の進捗の見込み 

 １）今後の見通し 

関係機関との調整は既に完了しており、また、地元からも大きな期待と強い整備要請がある

ことから、平成１８年度中の供用に向けて整備を推進していく。 

 

２）地域の協力体制 

陳情内容 陳情時期 陳情者 

福江港における－大型旅客船

バース整備に関する陳情書   
平成１４年３月 

五島市（旧一市五町：福江市、富江町、三井楽

町、岐宿町、玉之浦町、奈留町）、福江商工会議

所、五島市観光協会（旧福江市） 

 

 

４．コスト縮減や代替案立案等の可能性 

１）コスト縮減の対応 

事業実施に当たっては、新技術・新工法の積極的活用、建設副産物対策により、着実なコス

ト縮減を図ると共に、事業の時間的コストの低減に向け、計画的・重点的な整備により効率性

の向上を図る。 

 

２）代替案等の可能性 

当該地域の地形、船舶等から、利便性・安全性、周辺土地利用との整合、環境への影響など、

様々な観点から総合的に勘案し計画を定め整備が進められており、また事業も９４％進捗して

いるため代替案の可能性はない。 

 

 

５．対応方針（原案） 

【事業継続】 

 福江港大波止地区の複合一貫輸送ターミナル整備事業は、貨物輸送コストの削減、旅客輸送

時間コストの削減、はしけの解消、ふ頭の再編などの効果が期待でき、海上輸送に依存してい

る離島にとっては、必要不可欠な事業である。 

さらに、新旅客ターミナルビル等の整備により、大波止地区を中心に五島市の新たな交流・

賑わい空間の創出が期待される。 

 また、本事業の推進にあたっては、福江港にて貨客を取り扱っているフェリー会社をはじめ、

背後市町等から、強い整備要請がなされている。 

このため、引き続き事業を推進し、平成１８年度内の供用開始を目指す。 
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【費用対効果分析根拠(福江港)】 

 

１．費用対効果分析の考え方 

以下の項目の分析を行う。 

・事業全体の投資効率性 

・残事業の投資効率性 

・要因別感度分析 

 

費用対効果分析は、 

「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル」（平成 16 年 6 月 国土交通省港湾局） 

に従い、岸壁及び関係施設の整備及び再投資費に要する総費用とそれによってもたらさ

れる総便益を比較する費用便益分析により行う。 

また、事業全体の投資効率性は、貨幣換算しない定性的効果の分析も行う。 

 

１）費用便益分析 

①基本的な考え方 
・ 費用便益比   

 港湾－６－１１

Bt/(1+i)t／∑Ct/(1+i)t
T                   

             費用便益比(ＣＢＲ) ＝ ∑
 T 

t=1 t=1 
    

・ 純現在価値 
 

             純現在価値（ＮＰＶ） ＝ ∑{Bt/(1+i)t－Ct/(1+i)t} 
T 

t=1 
    

・ 経済的内部収益率 
 

             経済的内部収益率（ＥＩＲＲ）とは            ＝ ０ を満たす i０ ∑
 

ここで、Ｂｔ：ｔ年次における便益、Ｃｔ：ｔ年次における費用 

Ｔ：計算期間(年)、ｉ：社会的割引率、i０：内部収益率 

・ 費用及び効果の各項目は、社会的割引率 4.0%で現在価値化したものを総計する。 

・ 評価対象期間は原則として 50 年とする。 

 
 
 

２）貨幣換算しない効果の分析 

①輸送の信頼性向上 

②荷役・乗降時の安全性向上 

③地域産業の安定・発展 

 

 

 

 

 

 

 

 

{(Bt-Ct)/(1+i0)  t}
T 

t=1 



 港湾－６－１２

２．事業全体の投資効率性について 

 

1）総便益の内容 

・ 総便益 

総便益(Ｂ) ＝輸送コスト削減便益＋はしけの解消便益＋残存価値 

・ 便益の対象は、「港湾統計年報（平成 11 年～平成 15 年）」を基本に、With と Without

の場合の輸送コストの削減と、はしけの解消、残存価値（ふ頭用地）を便益として計上

する。 

 

2）便益の算定 

①輸送コスト削減便益 

主要な便益である海上輸送コスト削減、はしけの解消便益を整理すると表-1 のとお

りである。 

     表-１ 海上輸送コスト削減及びはしけの解消便益 

便益項目 年間便益 基準年(H17)における現在価値

輸送コスト削減（貨物） 0.4 億円
海上輸送費用の 

削減便益 
輸送コスト削減（旅客） 3.1 億円

大型旅客船の 

利便性向上 
はしけの解消 0.2 億円

合計 3.6 億円 75 億円 

 

 

②残存価値 

岸壁の供用期間(50 年)の終了とともに、その時点で残った資産は精算されると仮定

する。このため、供用期間終了後に残る施設（ふ頭用地）の価値(残存価値)は、便益

として供用期間終了年に計上すると表-2 のとおりである。 

また、土地の残存価値は現在の市場価格とする。 
 

    表-２ 残存価値 

残 存 価 値 
品目 

現在の市場価格 基準年(H17)における現在価値

ふ頭用地 6.7 億円  (1.3 ha) 0.9 億円 

土地の現在の市場価格 

五島市東浜町近傍地価を使用（45,300 円／m2） 
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3）総費用の内容 

・総費用 

総費用(Ｃ) ＝ 初期投資費用 ＋ 維持管理費用  

・初期投資費用 

平成 8 年から平成 18 年までの事業費を計上する。 

・再投資費用 

供用期間（50 年）内に耐用年数を超える施設への投資額を計上する。 

 

4）総費用の算定 

初期投資費用については、実績及び事業計画に基づいた年度別事業費を用いて計上し

た。 

表－３ 総費用算定結果（現在価値に換算） 

対象施設 投資費用 管理運営費 総費用 

岸壁(-7.5m)   関連施設 59 億円 2 億円 62 億円 

 

 

5）結果 

①費用便益分析の結果 

福江港 大波止地区 複合一貫輸送ターミナル整備事業による費用便益分析の結果は表－

4 のとおりである。 
 

表－４  費用便益分析結果 

対象施設 総便益 

(Ｂ) 

総費用 

(Ｃ) 

費用便益比

(Ｂ／Ｃ) 

純現在価値 

(NPV) 

経済的内部収

益率(EIRR)

岸壁(-7.5m) 

関連施設 
76 億円 62 億円 1.2 14 億円 5.0% 

 

 

②貨幣換算しない定量的効果及び定性的効果 

定性的効果 

表－５ 定性的効果結果 

効果の分類 効 果 項 目 定 性 的 効 果 

輸送・移動 輸送の信頼性向上 
フェリーの安定就航が図られることにより、島民の生

活が安定する。 

背後ヤードが確保されるとともに、人流・物流の混在

が解消され、安全性・効率性が確保される。 

船舶乗降時の安全性が確保される。 安 全 荷役・乗降時の安全性向上

船舶乗降時の安全性が確保される。 

地域経済 地域産業の安定・発展 
新たな交流・賑わい空間が創出され、地域産業の発展

に寄与する。    
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３.残事業の投資効率性について 

継続した場合【WITH】(事業全体の投資効率性)と中止した場合【WITHOUT】の比較 

      1）中止した場合 

①総便益の内容 

岸壁について、整備が完了しなければ、便益が発生しない為、中止した場合は、はしけ

解消による便益は無し。 

 

②総費用の内容（中止した場合【WITHOUT】） 

総費用 

初期投資費：残投資額を計上する。 

維持管理費：平成 19 年から供用期間（50 年）までの維持費を計上する。 

 

 

    

2）結果 

福江港 大波止地区 複合一貫輸送ターミナル整備事業による費用便益分析【残事業の投

資効率性】の結果は表－6 のとおりである。 

表－６ 費用便益分析結果【残事業の投資効率性】 

 
総便益 

(Ｂ) 

総費用 

(Ｃ) 

費用便益比

(Ｂ／Ｃ) 

純現在価値 

(NPV) 

経済的 

内部収益率

(EIRR) 

事業全体の投資効率性 76 億円 62 億円 1.2 14 億円 5.0% 

既投資額 － 58 億円 －   

残事業の投資効率性 5 億円 3 億円 1.4 1 億円 5.8％ 
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４.要因別感度分析 

社会経済状況の変化等を想定し、要因別感度分析を実施する。 

ただし、建設費、建設期間については、残事業分のみを対象に実施する。 

 

表－７ 感度分析において変動させる要因 

変動要因 変動幅 

需要 基本ケースの±10% 

建設費 基本ケースの±10% 

建設期間 基本ケースの±10%（年単位で四捨五入） 

 

 

表－８ 事業全体の費用便益分析結果【要因別感度分析】 

変動要因 

需要 建設費 建設期間 

 

 

（基本ケース） 

事業全体の投資効率性

 ＋10％  －10％  ＋10％  －10％  ＋10％  －10％

 総便益（億円）                76     83      68      76      76      76      76

 総費用（億円）                62      62      62      62      61      62      62

既 投 資 額                58      58      58      58      58      58      58

残 投 資 額                 3       3       3       3       3       3       3

 整備完了年            2006 年 2006 年 2006 年 2006 年 2006 年  2006 年  2006 年

 B/C               1.2     1.4     1.1     1.2     1.2     1.2     1.2

 NPV  （億円）                14      22      7      14      15      14      14

 EIRR （％）               5.0     5.4     4.5     4.9     5.0     5.0     5.0

 

 

表－９ 残事業の費用便益分析結果【要因別感度分析】 

変動要因 

需要 建設費 建設期間 

 

 

（基本ケース） 

残事業の投資効率性 

 ＋10％  －10％  ＋10％  －10％  ＋10％  －10％

 総便益（億円） 5 5 4 5 5 5 5

 総費用（億円） 3 3 3 4 3 3 3

既 投 資 額                 0       0       0       0       0       0       0

残 投 資 額                3       3       3       3       3       3       3

 整備完了年            2006 年  2006 年  2006 年  2006 年  2006 年  2006 年  2006 年

 B/C 1.4 1.5 1.3 1.3 1.5     1.4     1.4

 NPV  （億円）               1.3     1.8     0.9     1.0     1.6      1.3      1.3

 EIRR （％） 5.8 6.3 5.2 5.3 6.3     5.8     5.8

 

※総便益、総費用等については、基準年（H17）における現在価値で記入している。 

 

 

 

 


